
　

番号
論点に対する

該当箇所
ご意見の概要 ご意見に対する考え方

1 Ⅰ．②

このガイドライン策定の議論を機に、各業界が自らの果たすべき
役割について再度確認すべき。
将来の世代にむけて今我々がすべきことを、経済合理性の追求
のみではない観点から議論する必要がある。

本ガイドライン策定を契機として、引取業者、解体業者、オートオー
クション業者など関係者間において緊密な情報共有や自主的な取
組が期待されます。また、我が国の自動車リサイクル制度は概ね順
調に機能していますが、今後も引き続き適正かつ安定的に運用され
るためには、自動車リサイクル法に基づき関係者が各々の役割を適
切に果たしていく必要があると考えています。

2 Ⅱ全体

使用済車の判断基準とは、対象車両の客観的状況（年式・走行
等）や外見的判断(部品欠損等)条件を判断基準とするのではな
く、以下のような保管状況であるかが、判断基準の本質であるべ
き。
①価値を主張するに値する保管状況である
②周辺環境に悪影響（油類の漏れ出し）を与えるような保管では
無いか
③使用の継続が困難と容易に判断が出来る保管状況でないか
等

使用済自動車の該否判断においては、一般的に用いられている廃
棄物該当性の判断をもとに、以下のように整理しました。実際の判
断においては、これに沿って、その場面に応じた判断を行うこととな
ります。
・自動車としての用に供する状態であること
・占有者が自動車として継続的に使用ずる、又は自動車として他者
に有償譲とする意思が客観的に認められること
・自動車として使用されることを前提とし、需要に沿った適切な管理
がなされていること

3 Ⅱ．１全体
法第5条「自動車の所有者の責務」にかんがみ、経済原則に立っ
て取引が成り立つ一般の中古車売買において、使用済自動車の
定義に関するガイドラインを無理に作成する必要はない。

使用済自動車か否かは、個々の車両状況や条件、判断を行う場面
で大きく扱いが異なり、一律の基準は設定することは困難と考えて
おります。引取業者には、一般ユーザーとの接点として使用済自動
車か否かを判断するための関連情報提供が期待されると考えてお
ります。

4 Ⅱ．１．（２）
全体

自動車ユーザーから車両を買い取る際、予め使用済自動車とし
て処理するような説明は出来ない。

引取業者には、一般ユーザーとの接点として使用済自動車か否か
を判断するための関連情報提供が期待されると考えております。ま
た、自動車リサイクル法では、自動車の所有者による使用済自動車
の引渡しが円滑に行われるよう努めることが規定されています。

5 Ⅱ．１．（２）．
①

自動車販売時に、新しく販売した車両価格と下取りの車両価格を
合わせた総額表示のみで、詳細・明細が不明、もしくは提示しな
いまま、自動車ユーザーに提示しているケースが見られることか
らも、該当部分の説明を徹底すべきである。

引取業者には、一般ユーザーとの接点として使用済自動車か否か
を判断するための関連情報提供が期待されると考えております。

6 Ⅱ．1．（２）．
②

過去において、廃自動車は常に市場原理にゆだねた結果、廃自
動車の路上放置やシュレッダーダストの違法投棄が大きな社会
問題となったことが契機となり、自動車リサイクル法が制定された
と認識している。
よって、再び”評価は市場にゆだねる”というのは、我々が過去に
抱えてしまった問題を再発させると考える。

引取業者には、一般ユーザーとの接点として使用済自動車か否か
を判断するための関連情報提供が期待されており、その情報提供と
して、査定基準価格や類似車両が市場で流通している場合にはそ
の相場価格を提供することを期待しております。使用済自動車か否
かは、個々の車両状況や条件、判断を行う場面で大きく扱いが異な
り、一律の基準は設定することは困難と考えております。

7
Ⅱ．1．（２）．
④

大多数の引取り業者はリサイクル料金逃れのためにオークション
会場へ出品するのでこれを防ぐ為、使用済自動車引取依頼書を
交付した車輌に付いては、厳格に解体処理を義務付けるべき。

オートオークションにおいて取り扱う商品車両の明確化を図るととも
に、関係者間で認識の共有化を図る必要があると考えております。
オートオークション会場において使用済自動車及び使用済自動車と
判断される車両の適切な取扱いについては、各会場の周知徹底等
自主的な取組が図られるべきと考えております。

8 Ⅱ．１．（３）
全体

使用済自動車の判断基準としては、以下の2点とすべき。
1.一定の年式（15年超）かつ自走不可能な車両。
＊15年超の車両でナンバーも付いておらず、警告しても2年以上
中古新規検査を受けていない車両。(クラシックカー等特殊車両
は相当期間内に申請要)
2.高年式でも全焼、半分にカットされている車両。

9 Ⅱ．１．（３）
全体

「走行距離」「年式」「査定価格」「自走の可否」等の判断（使用済
自動車にするか否か）については、市場が判断すべきである。

10 Ⅱ．１．（３）
全体

これらの判断基準について、ただ守ることが好ましい規範や方向
性など、目安を示すに過ぎないのではないか。

使用済自動車か否かは、個々の車両状況や条件、判断を行う場面
で大きく扱いが異なり、一律の基準は設定することは困難で、総合
的に判断が行うべきと考えております。

11 Ⅱ．１．（３）．
①

ある程度の経過年数によって走行距離・使用状況によって程度
差が出てくるのは当然ではあるが、一定の基準は設けるべきで
ある。
使用済みであるか否かの判断基準を個々の車輌の程度や個人
の価値で判断するのは混乱を招くのみ。

使用済自動車か否かは、個々の車両状況や条件、判断を行う場面
で大きく扱いが異なり、一律の基準は設定することは困難と考えて
おります。引取業者には、一般ユーザーとの接点として使用済自動
車か否かを判断するための関連情報提供が期待されています。

12 Ⅱ．１．（３）．
②

日本自動車査定協会による「査定基準価格」は、実勢価格（オー
クション相場等）と乖離していると認識しており、価格の設定がな
い車両についても、オークション等において、相当の金額で取引
されていると思われる。よって、査定基準価格の設定の有無を最
初の条件とすることには反対である。

引取業者には、一般ユーザーとの接点として使用済自動車か否か
を判断するための関連情報提供が期待されおり、その情報提供とし
て、査定基準価格だけでなく、類似車両が市場で流通している場合
にはその相場価格を提供すべきと考えております。

13 Ⅱ．１．（３）．
③

法第5条「自動車の所有者の責務」から大きく逸脱しており、半数
近くが使用過程にあるものを使用済自動車とするのは、いたずら
に使用済自動車を増加させるものであり、容認出来ない。

自動車リサイクル法では、自動車をできるだけ長く使う努力義務が
課せられているため、いたずらに使用済自動車を増やすという立場
ではありません。

「使用済自動車判別ガイドラインに係るこれまでの論点」に対する
パブリックコメントで寄せられたご意見の概要及びそれに対する考え方

使用済自動車か否かは、個々の車両状況や条件、判断を行う場面
で大きく扱いが異なり、一律の基準は設定することは困難と考えて
おります。

別紙１
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14 Ⅱ．１．（３）．
③

地方都市においては、公共交通機関が益々乏しくなっている中
で、低年式車・低価格車へのニーズも高くなっている状況にかん
がみ、走行距離や車歴に拘らないユーザーの欲求へ配慮する必
要がある。

使用済自動車か否かは、個々の車両状況や条件、判断を行う場面
で大きく扱いが異なり、一律の基準は設定することは困難と考えて
おります。

15
Ⅱ．１．（３）．
⑥

一律に修膳費と車両相場は別物で一律に判断できない。また、
「エンジン」や「ミッション」など損傷が有っても、修理するかは、使
用ユーザーの判断であり一律の基準では判断できない。

16
Ⅱ．１．（３）
⑥

保険会社は「全損」として保険金を支払うことにより全損車両を代
位取得するが、これは「修繕費が修繕後の車両相場を上回る場
合」に相当する状態と考えられる。実務上、全損となり、保険会社
が代位した場合であっても、中古車として譲渡されるケースはあ
る。修繕費が修繕後の車両相場を上回るという事象は、使用済
自動車か否かを総合的に判断する際の一要素にはなり得るが、
かかる事象を以ってのみ使用済自動車と判別することはできな
いと考える。

17
Ⅱ．1．（４）
全体

リサイクル料金を別途支払うという方法で、中古車取引の体裁を
整えていますが、実態はリサイクル料金の解体業者へのつけ回
し、となっている部分がかなりあると思われる。
このような対象車両は、売買成立後の一定期間内に使用済車と
して登録されるか否かで、リサイクル料金を後精算する方法をと
れば問題は解消されるのではないか。

自動車リサイクル法では、例外を除いては、リサイクル料金は、新車
販売時に預託することとなっております。

18 Ⅱ．１．（４）
全体

理想的ではあるが、オートオークション会場における出品につい
て、オークション会場側は出品車両の限定を行うのだろうか。

オートオークションにおいて取り扱う商品車両の明確化を図るととも
に、関係者間で認識の共有化を図る必要があると考えております。
オートオークション会場において使用済自動車及び使用済自動車と
判断される車両の適切な取扱いについては、各会場の周知徹底等
自主的な取組が図られるべきと考えております。

19 Ⅱ．１．（４）
全体

オークション会場は、中古車として流通する車を中古車業者間で
売買する場を提供するのであって、流通するに値しない車、落札
に値しない車に対して買い取り価格を謳い、煽ってそのまま引き
取るのはオークション会社の役割の範疇を外れていると思われる
ため、オークション会社は使用済自動車の窓口ではないので買
取行為を禁止すべき。

オートオークションにおいて取り扱う商品車両の明確化を図るととも
に、関係者間で認識の共有化を図る必要があると考えております。
オートオークション会場において使用済自動車及び使用済自動車と
判断される車両の適切な取扱いについては、各会場の周知徹底等
自主的な取組が図られるべきと考えております。ただし、オ－トオー
クション会場には引取業者の登録をしているところもあり、使用済自
動車を引き取ったときには、フロン回収業者又は解体業者への引渡
義務があります。

20 Ⅱ．１．（４）
全体

オークション会場が中古車流通市場であるのに使用済自動車に
も関わろうとするなら、その関係性を明確にするべき。あやふや
で中途半端な立場のままなら「使用済自動車の再資源化等に関
する法律」の関連業者でないことから、使用済自動車に関わるの
はおかしいと思われる。このため、オークション会社と使用済自
動車の関係、オークション会社の「使用済自動車の再資源化等
に関する法律」上の立場、流札車の買取行為などに関してオーク
ション会社と自動車リサイクル法の関連性・存在意義を考えたう
えで「使用済自動車判別ガイドライン」を議論すべき。

オートオークションにおいて取り扱う商品車両の明確化を図るととも
に、関係者間で認識の共有化を図る必要があると考えております。
オートオークション会場において使用済自動車及び使用済自動車と
判断される車両の適切な取扱いについては、各会場の周知徹底等
自主的な取組が図られるべきと考えております。ただし、オ－トオー
クション会場には引取業者の登録をしているところもあり、使用済自
動車を引き取ったときには、フロン回収業者又は解体業者への引渡
義務があります。

21 Ⅱ．１．（４）．
①

本文中の該当箇所を、以下のとおり変更すべき。
【変更前】
現状では、オートオークション会場によっては、以下のような車両
については出品を断っている実態があることを考慮すべきではな
いか。
【変更後】
現状では、オークション会場個別の判断として、商品車として経
済的な価値が見い出せなと推測される場合、以下のような車両
については出品を断っている事例がある。

報告書では「「使用済自動車及び使用済自動車と判断される自動
車」と考えられる以下のような車両については、各会場個別の判断
として、出品を断っている事例がある。」との記載にしました。

22 Ⅱ．１．（４）．
①．ⅲ）

ニコイチ（2車両から１車両）等の違法改造車であり、強度的なこと
も含めて安全性に問題がある車両を指していると思われるが、正
規に申請（改造申請）され公認されているのものはこの限りでな
いことから、削除すべき。

報告書では、出品を断る事例として「ルーフ切断等により接合車の
可能性がある車両」は削除しております。

23 Ⅱ．１．（４）．
①．Ⅴ）

以下のとおりすべてに例外が散見するので削除すべき。
・自走不可能車は、簡単な修理によって（バッテリー上がり・ス
ターター不良・クラッチすべり等）自動可能となる車両が多く流通
している。
・未登録車とは、自動車車検証が存在しない車両、自動車予備
検査証が交付された並行輸入車、外交官車両等、多く流通して
いる。
・メーター改ざん車とは、走行メーターが巻き戻されている事が確
認できる車両であり、使用済自動車とは無縁のものである。

報告書では、「自走不可能車両（簡単な修理によって自走可能とな
る車両を除く）」としており、「未登録車、メーター改ざん車」は削除し
ております。

24 Ⅱ．１．（４）．
①

オートオークションにおいても使用済自動車の引取窓口を行って
も良いのではないか。オートオークションは市場であるため、自動
車としてリユースが困難な車両であるか否か、多くの業者のもと
セリを行うことで確認をしても良いのではないか。

オークションにおいて取り扱う商品車両の明確化を図るとともに、関
係者間で認識の共有化を図る必要があると考えております。使用済
自動車及び使用済自動車と判断される車両の適切な取扱いについ
ては、各会場の周知徹底等自主的な取組が図られるべきと考えて
おります。ただし、オートオークション会場で使用済自動車を引き取
る場合には、引取業者の登録が必要です。

引取業者には、一般ユーザーとの接点として使用済自動車か否か
を判断するための関連情報提供が期待されており、その情報提供と
して、欠損・損傷が大きい場合には、修繕の費用も高額になるが、そ
れを上回る経済的価値を持つ車両もあると考えております。
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25
Ⅱ．１．（４）．
①

オートオークションは、あくまでも中古自動車の流通市場であり、
使用済自動車の「引き取り窓口」ではないことを関係業界関係者
が再度認識すべき。

オートオークションにおいて取り扱う商品車両の明確化を図るととも
に、関係者間で認識の共有化を図る必要があると考えております。
オートオークション会場において使用済自動車及び使用済自動車と
判断される車両の適切な取扱いについては、各会場の周知徹底等
自主的な取組が図られるべきと考えております。ただし、オ－トオー
クション会場には引取業者の登録をしているところもあり、使用済自
動車を引き取ったときには、フロン回収業者又は解体業者への引渡
義務があります。

26
Ⅱ．１．（４）．
①．Ⅰ）及び
ⅱ）

該当車両であっても、まだまだ商品車として価値のある車両が多
い為、使用済車両と判断することは出来ない。なお、部品取りが
された車両についても、パーツの組み合わせで充分商品車として
流通させることが出来る。

オートオークションにおいて取り扱う商品車両の明確化を図るととも
に、関係者間で認識の共有化を図る必要があると考えております。
多数の部品が取り外されている車両については、各会場の判断とし
て、出品を断っている事例があります。

27 Ⅱ．１．（４）．
①

記載されているような車両は現在でもオートオークションに出品さ
れている。
これらの車両は自動車リサイクル法違反（車両解体行為）及び
オートオークションの趣旨から外れると思われる。

オートオークションにおいて取り扱う商品車両の明確化を図るととも
に、関係者間で認識の共有化を図る必要があると考えております。
オートオークション会場において使用済自動車及び使用済自動車と
判断される車両の適切な取扱いについては、各会場の周知徹底等
自主的な取組が図られるべきと考えております。

28 Ⅱ．１．（４）．
②

修復業者は、解体業の許可を持たずに部品取り行為を行いま
す。その部品取り行為はSRSを含む事により、正規な解体業とで
は価格を高く落札する事が出来ます。つまり、事故車の出品がす
べて修復目的では無い。

オートオークションにおいて取り扱う商品車両の明確化を図るととも
に、関係者間で認識の共有化を図る必要があると考えております。
多数の部品が取り外されている車両については、各会場の判断とし
て、出品を断っている事例があります。

29 Ⅱ．１．（４）．
③

本件は、オークション協議会側から出された意見でなく、他の一
部委員の意見であることを明示するか、他の項目で紹介すべき。

30 Ⅱ．１．（４）．
③

オークション会場における、会場設備費やシステム投資等の額が
大きく、加えて開催時の費用も必要となり、一定規模以上の出品
車両数により経済性を確保しているが、実態として引取報告後30
日以内に引渡報告を提出しなければならないリサイクル法上の
規則や、引取報告のあった一定規模以上の車両数の確保など、
オークション事業者として提案を受け入れるには、いくつかの課
題を克服する必要がある。

31 Ⅱ．１．（４）．
③

オークション会場にて使用済コーナーを設置することは、引取業
者がリサイクル料金を払いたくないための言い分である。
現実オークションはそのようになってしまっている。家電リサイク
ル法に準拠する料金を逃れるために全国にある廃家電1円買取
店が出来ているのと同じである。自動車、廃家電いずれも海外へ
不法に流れて行き不法に処理されているのではないか。

32 Ⅱ．１．（４）．
③

「使用済自動車コーナー（仮称）」 の設置については反対。使用
済自動車であることの蓋然性の極めて高い車両に対し、更に輸
送コスト、オークション出品料等の経費をかけ、使用済自動車の
価格をいたずらに引き上げるべきではない。

33 Ⅱ．２全体
路上放棄車両等の処理には、法的な枠組みが必要との市区町
村等の意見もあることについては理解出来るところであり、これに
係るガイドラインの作成については進展を期待したい。

本ガイドラインは、不法投棄・不適正保管事案への対応に向けたガ
イドラインとなっておりますが、放置自動車対策の撤去をより効率的
に進めるにあたり有用な情報として、放置自動車処理に関する条
例・要綱等を参考資料として取りまとめました。
また、従来、放置自動車の中には、廃棄物の該否判断の困難性か
ら、本来は使用済自動車の不法投棄・不適正保管事案に該当しうる
ものが含まれていたと考えられます。このような事案について、本ガ
イドラインの活用により使用済自動車の該否判断がを効率化され、
地方公共団体における自動車リサイクル法及び廃棄物処理法に基
づく対応の進展が期待されます。

34 Ⅱ．２．（１）
全体

法を整備し、民間でも自治体でも土地の所有者が認知しない車
両に関しては、土地所有者の権限で撤去を可能にするべき。そ
の手続きを煩雑にしたり曖昧にしたりすると、適応基準が自治体
によって相違してしまい、有効なものでなくなる恐れがあるので、
所有者問合せ方法の確立、撤去依頼書（張り紙及び所有者への
送付用）の公文書化等が必要。

本ガイドラインは、使用済自動車の不法投棄・不適正保管事案に対
する自動車リサイクル法及び廃棄物処理法の適用にあたり、迅速か
つ透明性の高い法運用を確保することを目的として策定したもので
あり、一般的に土地の所有者が認知しない車両の撤去の手続きに
ついて定めるものではありません。

35 Ⅱ．２．（２）．
②

不適正保管されているその場所の所有者が中古車と言っている
ならば中古車だとせざる得ないはずです。が、その保管状態が積
み上げてあるなどする場合には、保管状況への指導に留めるべ
きである。

占有者が中古車の保管と主張する不法投棄・不適正保管疑い事案
については、占有者の主張が社会通念と異なる場合であり、当該車
両がを使用済自動車と判断される場合には、自動車リサイクル法に
基づき厳正な対処を行うべきと考えます。

36 その他

最終所有者及び引取業者を務めるのは、解体業者が実施してい
る車両が、５割以上（弊社実績）あり、その際のリサイクル料金
は、解体業者が負担するような現状となっている。
それらの多くは、中古車として購買する形でリサイクル料金の負
担の先送りを行い、本来実施しなければならない、道路運送車両
法の「解体の届出」の押し付けを、解体業者に押し付けしている。
よって、ガイドラインは、自動車リサイクル法関連だけではなく、車
検証を取扱う、道路運送車両法関連を含めて議論されるべきで
あり、市場が決める際の明確な判断基準とするべき。

引取業者には、一般ユーザーとの接点として使用済自動車か否か
を判断するための関連情報提供が期待されると考えております。使
用済自動車か否かは、個々の車両状況や条件、判断を行う場面で
大きく扱いが異なり、一律の基準は設定することは困難と考えており
ます。

37 その他 中販連の意見に賛同する。
中販連をはじめ関係業界からのご意見を踏まえ報告書を取りまとめ
ております。

オートオークション会場での「使用済自動車コーナー（仮称）」 の設
置については、反対意見が多かっため、報告書には記載されており
ません。
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38 その他

国が排気ガスを削減しようとするなら、使用済みを判別するの
は、自動車製造業者（メーカー）がするべき。そうしないと、いくら
次世代自動車を販売しても、下取り車が中古車になるのであれ
ば、排気ガスは増えることになる。

自動車リサイクル法では、使用済自動車か否かの判断は、ユー
ザーが行うこととなっております。

39 その他
リサイクル料金の先送りを防ぐために、リサイクル料金は新車購
入時に購入者が負担すべき。

自動車リサイクル法では、例外を除いては、リサイクル料金は、新車
販売時に預託することとなっております。

40 その他

道路運送車両法での「解体の届出」を、ネットで申請可能にする
などの簡素化を図り、解体の届出を促す為に導入された、自動車
重量税還付を廃止し、車両本来の価値を車両状態及び、車種で
決められるようにして、販売業者が中古車にするのか、使用済自
動車にするのかを、純粋に車両価値で判断すべき。

道路運送車両法における手続き等については、国土交通省が所管
のため当省にて答える立場ではありません。自動車重量税還付は、
自動車を適正に解体処理することのインセンティブとして考えており
ます。また、使用済自動車か否かは、個々の車両状況や条件、判断
を行う場面で大きく扱いが異なり、一律の基準は設定することは困
難で、総合的に判断が行うべきと考えております。

41 その他
不法投棄車両でも産業廃棄物としてでは無くリサイクル可能な物
もあり適正処理ができるなんらかの窓口の設置が必要と考える。

不法投棄された車両の撤去につきまして、行為者にこれを撤去・改
善させることが第一義であることから、地方公共団体は、通常、 ま
ずは調査により行為者を確知し、当該車両の撤去について行政指
導を行います。
行為者が確知されない場合等、最終的に地方公共団体が当該車両
を処分する場合には、自動車リサイクル法に則り、適正にリサイクル
されます。

42 その他

諸外国のリサイクル部品の利用率（30%程度）からしても、日本の
再利用率は低すぎることから、レスポンスのよい低価格の部品を
利用できる環境整備を行うため、廃車した車両からの部品を、整
備工場において保管・販売することを認めてほしい。

自動車リサイクル法では、解体業の許可がなければ、使用済自動
車から部品を取ることはできません。

43 その他

解体してリサイクルするエネルギーは、自動車を長く使用すること
によるエネルギーよりも環境負荷が大きいと考えられるため、古
い自動車を廃車して新しい自動車へ買い換えすることよりも、長く
大切に使用することのほうが重要ではないか。走行距離にエコポ
イントをつけてもいいのではないか。

自動車リサイクル法では、自動車をできるだけ長く使う努力義務が
課せられています。なお、走行距離に応じたエコポイントは検討して
おりません。

44 その他

自治体の登録・許可を有する業者においても、自動車リサイクル
システムに未登録の業者が存在する。現在、自動車リサイクルシ
ステムに入力することにより解体される仕組みであるが、システ
ム登録しない業者は次工程業者に先送りしている実態がある。
引取業者等が自らシステム入力することにより、最終所有者を確
認できるようにし、違法者を排除できないか。

引取業者には、一般ユーザーとの接点として使用済自動車か否か
を判断するための関連情報提供が期待されると考えております。引
取業者は、使用済自動車の引取を求められたときは、引取り、フロ
ン回収業者又は解体業者への引渡義務があります。また、移動報
告の義務もあります。

45 その他

システム入力されない自動車（使用済自動車らしき車）について
は、自動車者製造時に打刻された車体番号で自動車（使用済自
動車らしき車）を追跡できるよう情報を提供してもらい、違法者を
検挙等できないか。

現在の自動車リサイクルシステムでは、下取りから適正処理される
まで対応しております。なお、違反に対しては適正に対処して参りま
す。

46 その他
スクラップインセンティブ実施時の使用済自動車流通が本来の姿
だと思われる。あらためてスクラップインセンティブ実施時の「使
用済自動車判別ガイドライン」の検証が必要である。

使用済自動車か否かは、個々の車両状況や条件、判断を行う場面
で大きく扱いが異なり、一律に初期登録から１３年以上を使用済自
動車することは困難と考えております。
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